
総務委員会資料
平成28年12月15日

調査内容 集計結果 備　考

全工種　６ 柳川、小郡、春日、大宰府、うきは、みやま

一部の工種　１８
土１６、建１５、と１、解体１、電９、管１０、舗
９、塗１、園５、水３、下水道１、水道本管１

大牟田、久留米、直方、飯塚、田川、八女、筑後、大
川、行橋、豊前、中間、大野城、宗像、糸島、古賀、
宮若、嘉麻、朝倉

格付なし　３ 筑紫野、福津、桂川

反映なし　２０
大牟田、直方、田川、柳川、八女、筑後、大川、行
橋、豊前、中間、小郡、春日、大野城、宗像、大宰
府、古賀、うきは、嘉麻、朝倉、みやま

最高ランクへの格付しない　４ 久留米、飯塚、糸島、宮若

格付なし　３ 筑紫野、福津、桂川

総合点数どおり　８
大牟田、小郡、春日、大野城、宗像、大宰府、古賀、
うきは

１ランク下　１ 久留米

最下位ランク　１４
直方、飯塚、田川、柳川、八女、筑後、大川、行橋、
豊前、中間、糸島、嘉麻、朝倉、みやま

格付なし　３ 筑紫野、福津、桂川

その他　１
（１年目保留、２年目最下位ランク）

宮若

すぐ指名可能　１３
直方、田川、柳川、筑後、大川、豊前、筑紫野、春日、大
宰府、福津、嘉麻（3年間200万まで）、朝倉、みやま

半年後　４ 久留米、行橋、小郡、うきは

１年後　７ 大牟田、八女、中間、大野城、糸島、古賀、宮若

その他　３
（随契複数100万以上 / 一定期間 /小規
模複数）

飯塚、宗像、桂川

制限なし　１６
大牟田、久留米、飯塚、柳川、大川、行橋、小郡、春日、
大野城、宗像、大宰府、糸島、古賀、うきは、朝倉、みやま

１ランクのみ　７ 直方、田川、八女、豊前、中間、宮若、嘉麻

格付なし　３ 筑紫野、福津、桂川

その他　１
（入札制度検討委員会で決定）

筑後

点数どおり　１５
大牟田、久留米、田川、柳川、筑後、豊前、小郡、春日、
大野城、宗像、大宰府、古賀、うきは、宮若、みやま

１ランク下　１ 飯塚

最下位ランク　８ 直方、八女、大川、行橋、中間、糸島、嘉麻、朝倉

格付なし　３ 筑紫野、福津、桂川

全工種　２４

大牟田、久留米、直方、飯塚、田川、柳川、八女、筑
後、大川、行橋、豊前、中間、小郡、筑紫野、春日、大
野城、太宰府、糸島、古賀、福津、うきは、嘉麻（重複
不可業種あり）、朝倉、みやま

一部の工種　１
９工種（土・建・電・管・舗・塗・内・機・園）

宮若

受付なし　２ 宗像、桂川

第１希望と同じ　１７
大牟田、久留米、田川、柳川、八女、大川、行橋、豊
前、小郡、春日、大野城、大宰府、うきは、宮若、嘉
麻、朝倉、みやま

格付なし　６ 飯塚、筑後、筑紫野、糸島、古賀、福津

受付なし　２ 宗像、桂川

その他　２
（第2希望概念なし2）

直方、中間

格付基準等に関する調査結果集計表　（政令市除く26市＋桂川町）（平成28年11月調査）

1 格付をしている工種

2
特定建設業の許可のない
業者の格付への反映

3 新規業者の格付

4 新規業者の指名開始

5
前年度と同じ工種を希望
する場合の昇格

6
前年度と異なる工種を
希望する場合の格付

7 第２希望を受付している工種

8 第２希望業者の格付基準
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飯塚市中心市街地活性化事業の取組状況について　（核事業の進捗状況） 地域連携都市政策室

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

吉原町１番地区第一種市街地再開発事業
（施行者：吉原町１番地区市街地再開発
組合）

　

ダイマル跡地事業地区暮らしにぎわい再
生事業
（施行者：㈱まちづくり飯塚）

○健幸プラザ整備（市）

飯塚本町東地区整備事業
　・土地区画整理事業
　　（施行者：飯塚市）
　・優良建築物等整備事業
　　（施行者：㈱エストラスト）
　・子育てプラザ(街なか子育てひろば)整備事
業
　　（施行者：飯塚市）

※ 平成24年3月29日：中心市街地活性化基本計画 内閣総理大臣認定

核 事 業 名
平成28年度平成23年度 平成24年度 平成27年度平成25年度 平成26年度

基本構想 都市計画決定

●
都
市
計
画
決
定

●

準
備
組
合
設
立

2/2 12/7

●
組
合
設
立(

認
可)

1/23

5/16

●
事
業
計
画
認
可

7/16

●
事
業
計
画
変
更

8/28

●
権
利
変
換
計
画
認
可

11/19

●
管
理
規
約
認
可

●
権
利
変
換
計
画
変
更

9/19事業計画

権利変換

管理規約 ●
組
合
解
散
認
可

公告 ●
臨
時
総
会
（
決
算
承
認
）

仮設バス停運用

解体・整地工事 建築工事

●
グ
ラ
ン
ド
オ
ー
プ
ン

周辺道路整備

7/25

11/11 4/4

●
不
動
産
売
買
契
約

不動産取得手続き

地盤調査・基本設計・実施設計

解体工事

10/12

●
解
体
工
事
着
工

建築工事
●
入
居
開
始

●
都
市
計
画
決
定

12/7

2/19
●
事
業
計
画
認
可

3/29

●
事
業
計
画
決
定
公
告

都市計画決定

地元調整(勉強会・研究会・意向調査)

事業計画

7/25

●
土
地
区
画
整
理
審
議
会
設
置

第1期 移転補償 第1期 建物解体

第1期 造成工事●
仮
換
地
指
定

第2期 移転補償(個人解体含む)

建物解体

●
第
１
期
使
用
収
益
開
始

第2期 造成工事

●
第
２
期
使
用
収
益
開
始

広場工事 6/28

●
区
画
整
理
登
記
（
完
了
）

事業計画変更

換地計画

●
事
業
計
画
変
更
公
告

●
換
地
処
分
公
告

●
換
地
計
画
認
可

第１期

第２期

優良建築物等整備事業（分譲マンション）

子育てプラザ整備事業

●
推
進
協
議
会
設
立

5/31 ●
事
業
施
行
者
募
集

10/17

公募条件・選定方法

●
土
地
譲
渡
契
約
開
始

地盤調査・建築設計 建築工事
●
引
渡
入
居
開
始

建築設計 建築工事 7/21 ●
供
用
開
始

●
用
地
取
得

土地区画整理事業

解体中（H26.8）着工前（H26.4） 造成中（H27.1） 造成後（H27.3）

優良建築物等整備事業

子育てプラザ整備事業

完成イメージ

着工前

完成イメージ着工前

着工前 完成イメージ

現時点
▼

解体中（H26.4） 解体後（H26.5） 施工中（H26.11）
施工中（H27.5）

基礎工事中（H26.4）

解体中（H25.12）

施工中（H26.10）

施工中（H27.5）

●
健
幸
プ
ラ
ザ
供
用
開
始

●
㈱
ま
ち
づ
く
り
飯
塚
設
立

●
事
業
施
行
者
決
定

●
急
患
セ
ン
タ
ー
診
療
開

8/1

完成（H27.7）

完成（H27.7）

10/1

●
組
合
解
散
通
知

健幸プラザ トレーニング室

完成（H28.10）

10/1

10/158/5

●
工
事
竣
工

●
土
地
区
画
整
理
審
議
会
解
散

●
永
楽
ま
ち
び
ら
き
フ
ェ
ス
タ

内覧
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「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の進捗状況について 

  

 

  現在、本市が取り組んでいる「飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の推進において

は、まち・ひと・しごと創生法（平成 26年 11月 28日公布）の規定により、定期的に客観

的な効果検証を実施することが定められています。 

  また、地方版総合戦略の策定と検証の段階においては、議会での十分な審議のほか、住民

代表や産業界、行政機関、大学、金融機関、労働団体等の産官学金労等で構成する推進組織

を設置して審議するなど、広く関係者の意見が反映されるように取り組むことが重要と示さ

れており、「飯塚市まち・ひと・しごと総合戦略」でも、進捗管理の計画において「産官学

金労言」の連携のもと、PDCAサイクルによる効果検証を実施することを定めています。 

  このため、平成 28年 4月に「飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の取り組み内容

や、進捗状況を客観的に検証する産官学金労言の各団体の代表者等で構成する「飯塚市総合

戦略推進会議」を設置し、次のとおり広く意見を聴取し検証を行ったため、その結果を報告

します。 

 

 

【飯塚市総合戦略推進会議の所掌事務概要】 

 ① 飯塚市総合戦略に基づく施策の実施状況、効果の検証  

② 総合戦略の見直し及び効果的な推進に関する意見・提言 

③ ①及び②のほか、総合戦略の推進において必要な事項に関する意見・提言 

 

【開催日】 平成 28年 10月 4日（火） 午後 6時～ 

 

【会 場】 飯塚市役所 本庁 4階 研修室 

 

【出席者】 外部委員 13人（委員名簿参照） 

     企画調整部長、総合政策課長、担当主査、関係課長 等 

  

【内 容】 ①先行型交付金（基礎交付・上乗せタイプⅠ・タイプⅡ）対象 8事業の検証 

    ②総合戦略基本目標の数値目標（8 項目）等に関する進捗状況の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 委 員 会 資 料 

平成 28 年 12 月 15 日提出 
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【委員名簿】 

役　職　等 氏　　名

九州工業大学
情報工学部

情報工学研究院生命
情報工学研究系 教授

安永　卓生

理事 逢坂　忠男

理事 多田　憲昭

福岡県福祉労働部
筑豊労働者支援
事務所長

田丸　哲夫

嘉飯桂産業振興
協議会

会長 吉田　和彦

飯塚医師会 会長 松浦　尚志

小中学校
PTA連合会

飯塚市PTA連合会
母親代表

北方　妙子

部落解放同盟
飯塚市協議会

書記長 安永　勝利

福岡銀行 飯塚支店 支店長 村本 慶次郎

西日本シティ銀行 飯塚支店 支店長 尾﨑　健一

飯塚信用金庫 常務理事 赤間　光博

報道機関
（代表社対応）

毎日新聞社
筑豊支局長

平山　千里

地方自治政策
アドバイザー

九州大学大学院
法学研究院 教授

出水　　薫

言　　論

構成所属団体等名
(住民代表・産官学金労言 等)

大学

住民代表 自治会連合会

学識経験者

民主団体

労働団体
(官公庁）

産業団体

福祉団体

教育・文化
団体

金融機関

 

※委員任期：2年（平成 28年 10月 4日～平成 30年 10月 3日） 
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総合戦略推進会議での検証結果による委員の主な意見・提言（要旨） 

 

〔総 括〕 

【先行型交付金対象事業に関する意見】 

（1）目標値・重要業績評価指標（KPI）の設定内容に関する意見 

○KPI の設定と、事業等の取組内容の繋がりが明確でない施策や事業が見られる。 

今後、KPI の設定においては詳細な分析等に基づく目標値の設定を行うこと。 

○指標の設定が曖昧であり、目標値の内容や数値、単位が適切な表現でない指標

が見られる。 

○KPI の設定内容と取組の効果発現時期がずれている事業もあり、今後の進捗状況

を見ていく必要がある。 

 

 

（2）施策や具体的な事業等の有効性、効率性に関する意見 

○事業の検証において、現時点での効果を踏まえ、本市総合戦略の KPI 達成に「有

効とはいえない」と評価した事業があるが、取組自体を否定するものではない。

今後、適切な KPI を再考のうえ、引き続き事業の推進に努めていただきたい。 

○事業の効果において、投入したコストに対し妥当な費用対効果が得られていな

い事業が見られる。今後の事業推進では、十分な効果を得られるよう引き続き

努力いただきたい。 

 

 

【総合戦略の進捗状況に関する意見】 

○戦略の策定から評価時期（H28.3）までの期間が短期間であることから、十分に

効果や成果を現れていない事業が見られたが、今後の効果発現に繋げる事業の

推進に期待する。 

○現時点の進捗状況では、KPIの達成に大きく遅れが生じている施策や事業が見ら

れるが、平成 31 年度の最終目標の達成に向けて、今後は年度単位の KPI達成を

めざして努力していただきたい。 

○KPI の設定が適切でないことから、有効性、効率性への内部評価が妥当とはいえ

ない事業が見られる。今後の事業推進においては、内部での十分な検証を行い、

適切な評価の実施に努められたい。 
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目標値

実績値

100組

40組

300万人

215万人

60人

70人

1,000,000

　　　千円

2,404,313
　　  千円

1件

1件

今後の取組み
の方向性

本事業において「旧伊
藤伝右衛門邸」と「嘉
穂劇場」への外国人観
光客向けの環境整備が
実施できたため、今後
も海外の旅行会社への
営業活動を継続し行っ
ていく。

①有効で
あった

（７：６）

①地方創生先行型交付金「基礎交付」及び「上乗せ交付金（タイプⅠ・Ⅱ）」対象8事業
 に関する検証結果

連
番

対　象
事業名

区分 担当課
ＫＰＩ
の内容

効果発現要因

コンサルティングを活
用した本事業によっ
て、新たに約5千人が
来飯したこと、新規に
飯塚オートを組込んだ
観光ルートを開発した
ことなど一定の成果が
あったが、平成26年度
の「花子とアン」など
の影響による入込客数
の増加が一時的なもの
であったことから27年
度の入込客数は減少し
た。

新たな観光ルートの開
発や、国内・海外の旅
行会社に対する営業活
動を継続して実施す
る。

②有効とは
いえない

（６：７）

評価判定
【投票数】
（①：②）

1
観光客集
客推進事
業

基礎
交付

商　工
観光課

外国人ツ
アー

団体数

海外の旅行会社に対す
る営業活動を行ってい
るが、ツアーの造成に
は半年から1年の時間
が必要であるため、実
績が目標に大きく及ん
でいないものの、次年
度以降に効果が現れる
と見込んでいる。

新規常用
従業員数

2
観光客集
客推進事
業

上乗せ
タイプ

Ⅱ

商　工
観光課

観光入込
客数

企業誘致活動による新
規の立地企業1社と増
設企業3社によって、
常用従業員の新規雇用
者数の実績は目標値を
上回った。

今後も継続して、企業
誘致活動、既存企業等
への支援活動に取組み
むとともに、企業ヒア
リング等を通して、企
業が求める助成制度の
検討や、各支援制度の
周知活動の強化を図
る。

①有効で
あった

（13：0）

投下固定
資産総額

新規企業の立地及び増
設企業等の設備投資に
よって、投下固定資産
総額の実績は目標値を
上回った。

3
企業立地
促進補助
事業

基礎
交付

産　学
振興課

4
新産業創
出支援補
助事業

基礎
交付

産　学
振興課

共同開発施
設

設置数

設置主体との密な連携
により、目的どおりに
共同開発施設を設置す
ることができた。

本事業で支援した共同
開発施設につき、設置
した企業と協力し、地
域の企業や研究者等の
共同開発の場としてよ
り一層の活用促進に努
める。

①有効で
あった

（13：０）
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目標値

実績値

1件

1件

2人

2人

3,600人

497人

50.00%

96.47%

1箇所

1箇所

170件

138件

効果発現要因
今後の取組み

の方向性

評価判定
【投票数】
（①：②）

連
番

対　象
事業名

区分 担当課
ＫＰＩ
の内容

①有効で
あった

（13：0）

5

ワンス
トップ型
オープン
イノベー
ション拠
点整備事
業

上乗せ
タイプ

Ⅰ

産　学
振興課

オープンイ
ノベーショ
ン拠点整備
検討調査件
数

他の地域でオープンイ
ノベーション拠点を運
営している団体の支援
を受け、拠点整備の在
り方についての検討を
行った。

オープンイノベーショ
ンの創出は、ハード面
の構築以前に、地域コ
ミュニティの構築が重
要との検討での結論に
沿って、今後はコミュ
ニティの構築・拡大に
取組む。

現在は2地区だけの実
施であるため、事業を
希望している他のまち
づくり協議会に対し、
さらに適切な指導・支
援を行い実施に向けた
取組みを進める。

②有効とは
いえない

（4：9）

①有効で
あった

（11：2）

6
がんばる
農業応援
事業

基礎
交付

農　林
振興課

新規参入
者数

市、市農業委員会、県
農業普及指導セン
ター、ＪＡ、筑豊農業
共済組合で構成する
「飯塚市がんばる農業
応援協議会」の機能発
揮により、協力体制や
情報の共有化が図れ目
標が達成した。

新規参入者は、市内居
住者による就農と、市
外から移住する就農者
とに区分されることを
い踏まえ、各々に応じ
たきめ細かな支援を通
じ、新規就農者の農業
経営が安定的に持続す
る支援の取組を行って
いく。

基礎
交付

まちづく
り

推進課

買い物支援
サービス等
の延べ利用
者数

事業を希望しているが
取組みにまで行き届か
なかった地区が多く、
目標に対し実績が大き
く及ばなかった。

利用者の満
足している
割合

事業を実施した地域で
は、強い要望により実
現したこともあり、利
用者の評価は高い結果
となった。

【総合戦略推進会議による検証の評価判定区分】
　 飯塚市総合戦略のKPI達成に → 「①有効であった」・ 「②有効とはいえない」
  ※評価判定の方法は、会議での審議を経て、各委員の投票による多数決方式で判定することと決定。

地域（エリア）毎にシ
ステムを構築できるよ
うに協議会を設置し、
関係団体による社会資
源や地域課題の把握、
その解決に向けた協議
を行う。 ①有効で

あった

（12：1）

関係医療機
関への拠点
事業周知件

数

8
地域包括
ケア拠点
事業

基礎
交付

リーフレットを作成
し、医師会、歯科医師
会、薬剤師会の各委員
への周知を図るととも
に、意見交換会を年5
回開催し周知に努めた
が、目標には至らな
かった。

今後も、関係団体が実
施する会議等で活動内
容の周知に努め、拠点
の利用促進を図る。

事業を飯塚医師会に委
託したことで、医療関
係機関との連携が図
れ、目標どおりにケア
拠点の設置に至った。

7

高齢者
支援課

地域包括ケ
ア拠点の設

置

地域づく
り推進事
業
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H27
進捗状況

①医工学連携をは
じめとした新産業
の創出

154

②地場企業の育
成・企業立地の促
進

86

③創業の支援 12

④大学との連携推
進

11

1.64

1.73

42.80

※ 調査等

未実施

小＝22
中＝ 5

小＝21
中＝ 5

小:100
中:100

小:99.8
中:98.3

最　終
目標値

進捗
状況
評価

基本
目標

個別施策 目標指標 担当課
目標の
方向性

〔↑〕
増加

上：目標
下：実績

基準値
単
位

― 人 420
【Ｄ】
大きく
遅れ

(1)大学力
と連携
し、地域
経済を牽
引するま
ちづくり

①支援による
新規雇用者数

産　学
振興課

・
農　林
振興課

― 件 58
【Ｂ】
概ね
順調

②プロジェク
ト創出件数

産　学
振興課

・
農　林
振興課

〔↑〕
増加

(2)安心し
て出産・
子育てが
できるま
ちづくり

①婚活支援
②妊娠・出産・子
育ての一貫した支
援
③子育てしやすい
環境充実
④仕事と生活の調
和に向けた支援

①合計特殊出
生率

子育て
支援課

〔↑〕
増加

1.63

ポ
イ
ン
ト

1.70
【Ａ】
目標
どおり

50.00
【Ｅ】
未実施

②子育てしや
すいまちと評
価する人の割
合

〔↑〕
増加

41.00 ％

(3)次代を
担うひと
を育て
る、学び
のまちづ
くり

①特色ある学校教
育の推進
②学力レベルの向
上
③国際交流を通じ
たひとづくり
④高等教育支援

①（小学校）
「全国標準学
力検査NRT・
CRT」と（中
学校）「標準
学力分析検
査」の平均値

学　校
教育課

②発展、応用
の学力の指標
となる「全国
学力・学習状
況調査」の平
均値

学　校
教育課

―
(小･中)

100
以上

【Ｂ】
概ね
順調

〔↑〕
増加

全国平均を
上回った
小・中
学校数

32校中
26校

校 32
【Ｂ】
概ね
順調

〔↑〕
増加

（小）100
（中） 98

②「基本目標（８項目）」の進捗状況に関する内部評価の確認
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H27
進捗状況

0

-1.24

①　366
②1,113

  ①385
  ② ―

※ ②は県広域
連合の算定時期
前のため未定

単
位

最　終
目標値

進捗
状況
評価上：目標

下：実績

基本
目標

個別施策 目標指標 担当課

【基本目標の進捗状況に関する内部評価結果集計表】

〔→〕
維持

①国民健康
保険医療費
　366,528
　　　  円

②後期高齢
者医療費
 1,113,005
　　　　円

千
円

①  366
②1,113

【Ｃ】
少々
遅れ

〔→〕
維持

ポ
イ
ン
ト

ゼロ
【Ｃ】
少々
遅れ

(4)健幸で
魅力あふ
れるまち
づくり

①健幸都市いいづ
かの実現
②拠点連携型の都
市づくりの推進
③観光の振興、地
域資源の活用
④新しい時代を担
う地域づくりの推
進

①社会増減の
純移動率

総　合
政策課

②1人あたり
の医療費

医　療
保険課

社会増減の
純移動率
（ゼロ）

目標の
方向性

基準値

区　分
【Ａ】

目標達成
（100%以上）

【Ｂ】
概ね順調

（90～99%）

【Ｃ】
やや遅れ

（80～89%）

【Ｄ】
大きく遅れ
（79%以下）

【Ｅ】
未 着 手

（未実施）
合　計

基本目標の目標値　 1 3 2 1 1 8



行政事務(上級) 15名程度 440 294 60 45 36

行政事務(初級)  5名程度 189 120 20 8 8

行政事務
(身体障がい者対象)  2名程度 7 7 5 4 4

行政事務
(民間企業等職務経験者
（UIJターン）)

 2名以内 11 8 6 5 4

学芸員  1名以内 19 12 5 5 5

土木  3名以内 23 16 6 6 5

土木
(民間企業等職務経験者)

 2名以内 3 3 3 2 2

電気 1名以内 7 5 4 4 3

化学 1名以内 19 16 5 4 3

保健師  2名以内 23 15 8 6 6

合計 34名程度 741 496 122 89 76

申込者数
(名)

第1次試験
受験者数

(名)

第1次試験
合格者数

(名)

第2次試験
受験者数

(名)

第2次試験
合格者数

(名)

平成28年度飯塚市職員採用試験実施状況

総 務 委 員 会 資 料

平 成 28 年 12 月 15日 開 催

試験区分
採用

予定数


